

























































































































多くの研究会iこ自由に参加できる G チームの期間は最長 5ヵ年であるが、場合によっては
計画変更や延長も可能である。
融合的連携研究プログラムは2004年に発足して現在までに多くの技術移転実積を有する。
そればか号でなく、本語で問題にしているベンチャー企業の出羽としてもポスドクの企業
との「お克合Lリの場としても有効であることが実証されている。一例として、触媒を研
究していた理頚研究者が設立した理硯ベンチャー企業があったが、側ブヲヂストンと JSR
耕とともに融合的連携研究プログラムに参加した結果、新しいタイヤ材料のブタジェンゴ
ム合成に成功し、ベンチャー企業法ブリヂストン械に吸収されることになった。このほか
にも理研の任期制研究者やポスドクが結果として企業就職の路を選んだ例がある。
理研では融合的連携研究プヨグラムの成功を基礎に 2007年から新たに「産業界との連携
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研究センター制度」を発足させた。これは企業からの提案を基にして中・長期的な課題を
実施する包括的な連携の場であり、企業名を研究センターに冠することができる。
これまでに「理研脳科学一才りンパス連携センターん「理研一東海ゴム人間共存ロボッ
ト連携センタ一人「理研脳科学一トヨタ連携センター」が設立され、活発に活動してお号、
成果の新開発表もなされている。
理研の特長は分野の異なる研究グループの協力体制が作り易いことで、これからも多分
野にまたがるプログラムを積極的に許画したいと考えている。
5.公的研究機関の役割
野中理論はE本企業における長街移転の構造を解き明かしたすぐれた理論であるが、日
本の産学連携においてはその本質が十分理解されていない。野中理論は知識を形式知と暗
黙知に分けたが、技権移転の現場ではこの 2種類の知が相互転換することが必要である。
相互藍換が起こるためには技衝の渡し手と受け手が現場で撤底的な討論を交わさなくては
ならない。日本の企業内ではこの仕組みが生きているが、産学の連携現場ではこの仕組み
を生かす努力が不十分である。しかも大学に設費されたTLO~まこの機能を推進するどころ
か、阻害する場合すらある。
日本の産学連携のこの問題を解決するためには、理研の「バトンゾーンj のように産学
が併走しながら技術を移転する場所が必要であるが、縦割り組織の大学においては異なっ
た複数部門の研究者が企業技術者と協倭する場所をつくるのは容易ではない。
そこで、公的研究機関がじ〈トンゾーンj の場所を提供し、この場所で産学が併走する
ようにすれば、産学の技衛移転は現在よちも円請に行われるはずである。またポスドクの
産業界への窓口として有効に活用できる。
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